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第２章 フィンランド二元的所得税の
再分配効果

野 村 容 康

Ⅰ．はじめに

本章の目的は，1980年代後半以降のフィンランドにおける所得分配の変化と

その所得種類別の要因を Statistics Finland（フィンランド統計局）のデータ

により検証するとともに，1993年に導入された同国の二元的所得税の再分配効

果について分析を行うことである。再分配効果の推計にあたっては，フィンラ

ンド二元的所得税の構成要素である勤労所得税と資本所得税がどのように所得

税全体の再分配機能に結びついているかを定量的に明らかにする。

OECD［2011］によると，1980年代半ばから2000年代後半にかけて，フィン

ランド，スウェーデン，ノルウェーなどで家計可処分所得のジニ係数が上昇し

ており，これら北欧諸国で所得格差が拡大したとされる（図表２−１）。さら

に，これら最近における北欧での所得分配の変化に関連して，OECD はこれ

ら諸国における高所得層での資本所得シェアの高まりを指摘している。図表２

−１とほぼ同じ期間における，所得の上位20％階層と下位20％階層における資

本所得の比率の変化を示した図表２-２によると，とりわけノルウェーとフィ

ンランドで最高所得層における資本所得シェアが顕著に拡大したことが注目さ

れる。

よく知られるように，1990年代初期には，これら北欧諸国において大規模な

税制改革が行われ，従来の総合所得税から，資本所得に比例税率を適用する二

元的所得税への転換が図られた。しかし，こうした所得税改革と近年における
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各国の所得格差の拡大傾向がどのように関連しているかは，これまで十分に明

らかにされていない。また，北欧の二元的所得税については，その経済効率面

からの評価はとりわけ高い（Boadway［2004］，Sørensen［2005］，馬場

［2007］）ものの，垂直的公平性ないし所得再分配の観点からの見解は必ずしも

一様ではない１)。果たして現実の二元的所得税は，従来の総合所得税に比べ

て，所得再分配機能の弱化につながるものなのだろうか。こうした問題意識か

ら，本稿では，とりわけ従来取り上げられることの少なかったフィンランドの

所得税に注目して，その再分配効果について分析を加える。

フィンランド所得税の再分配効果に関する先行研究としては，Riihelä，

Sullström and Suoniemi［2008］がある。そこでは，1990年，1994年，2004年

の所得税累進度を比較することにより，フィンランドにおける課税後所得の不

平等が拡大傾向にあることを示すとともに，その重要な要因として経年的に高

所得者の資本所得シェアが高まったことを指摘している。また，そうした資本

所得シェアの増大については，1993年の二元的所得税の導入によって，勤労所

得から資本所得（配当）への転換誘因が高まったことによる影響ではないかと

示唆している２)。

しかしながら，この研究では，なぜ所得税の累進度が低下し，その再分配効
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(注) チェコとハンガリーのみ1990年代前半から2008年までの変化を示している。

〔出所〕 OECD［2011］，p.6.

図表２−１ 家計可処分所得のジニ係数の変化（1985〜2008年）



02_野村先生.mcd  Page 3 15/03/24 09:26  v4.24

果が後退したかについて，必ずしも十分な説明がなされているとはいえない。

とりわけ，そこでは，フィンランドの二元的所得税の下で，勤労所得税と資本

所得税という２つの要素がどのように所得税全体の再分配効果をもたらしたか

が明らかでない。そこで，本稿では，分類所得税の下での再分配効果に関する

新たな計量モデルを提示したKristjansson［2010］に依拠して，フィンランド

二元的所得税における異なる所得税の要素が全体の再分配効果にどのように貢

献しているかについて分析する。

Ⅱ．分析の枠組み

１. 使用データ

フィンランドの所得分配の変化の推計にあたっては，Statistics Finland の

Income Distribution Survey に基づくサンプルデータからの所得階層別集計
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〔出所〕 OECD［2011］，p.8

図表２−２ 所得の上位20％および下位20％の所得に占める資本所得の比率の変化

（％ポイント，1985〜2005年）
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データを利用する。Statistics Finland は，家計の所得分配に関して2011年基

準からより詳細な所得区分データを公表している。これらの年次データは1987

年以降について利用可能である。また，二元的所得税の再分配効果の推定にあ

たって必要となる非公表データについては，Statistics Finland ならびに

Finnish Tax Administration より提供を受けた３)。

２. 所得概念

本稿で分析の対象としている所得概念は，以下の点で Statistics Finland の

定義と異なっている。

（Statistics Finland の定義）

・要素所得＝勤労所得＋事業所得＋経常資本所得（キャピタル・ゲインを除

く）

・グロス所得＝要素所得＋社会保障給付

・ネット所得＝グロス所得−租税・社会保険料

（本分析での定義）

・経済的総所得＝勤労所得＋事業所得＋資本所得

（資本所得＝利子＋配当＋地代・家賃＋キャピタル・ゲイン＋帰属家賃＋

その他）

・受取総所得＝経済的総所得＋社会保障給付

・受取純所得＝受取総所得−租税・社会保険料

・所得税控除後所得＝受取総所得−国税所得税

すなわち，Statistics Finland によると，家計の受け取る所得（要素所得）

にはキャピタル･ゲインが含まれていないが，本分析では，Statistics Finland

による要素所得にキャピタル･ゲインを加えたものをmarket income とみなし

て，これを「経済的総所得」と定義している。所得分配の変化をみる場合に
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は，基本的にこの「経済的総所得」を対象とした。

次に，所得税の再分配効果については，「経済的総所得」に社会保障給付を

加算した「受取総所得」と，これから国税の所得税を差し引いた「所得税控除

後所得」との比較によって推計する４)。つまり，「受取総所得」の不平等度が

「所得税控除後所得」においてどの程度軽減されたかでもって，再分配効果の

規模を測ろうというわけである。課税前所得を「受取総所得」としたのは，

フィンランドでは原則として個人の社会保障給付も所得税の課税対象となるか

らである。

３. 不平等指標

（１） ジニ係数

不平等指標としては，以下のジニ係数を採用する。

G�=1,2@
1

0

L�(p)dp （L�：ローレンツ曲線）

ジニ係数はローレンツ曲線との対比から，不平等尺度として理解しやすいこ

とに加え，所得の構成要素に簡単に分解できるという特性をもつ。たとえば，

総所得がM種類の所得で構成されているとすれば，

2 i=6
M

m=1

2m
i ⇒ Gx=6

M

m=1

Cm

mm

m

（2m
i：i の所得 m の金額，Cm：所得 m の集中度係数，mm：所得 m の平

均）

のように表すことができる。すなわち，総所得のジニ係数は，各所得の集中度

係数と所得シェアの積の合計となる。

（２） タイル尺度

所得分配の推計を補完する目的で，以下のタイル尺度を用いる。

T�=6
n

i=1

2 i

nm
log

2 i

m
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タイル尺度の利点は，分配の不平等度を，全世帯を構成する，異なった属性

（グループ）に分解して把握できることである。たとえば，2=(21, 22,�,2n)を

何らかの属性によって K個のグループに分割すると，タイル尺度は下記のよ

うに表すことができる。

T�=6
K

�=1

n�m�

nm
T�

�+6
K

�=1

n�m�

nm
log

m�

m

（ /：第 /グループ，2�
i：第 /グループ内の iの所得，m�：第 /グループ

の平均所得， n�：第 /グループの人数，T�
�：第 /グループのタイル尺度

→T�
�=6

n�

�=1

2�
i

n�m�

log
2�

i

m�

）

このとき，右辺第１項がグループ内不平等，第２項がグループ間不平等を表

す。本分析では，すべての世帯を高所得層（上位50％階層）と低所得層（下位

50％階層）の２つに分け，全体の所得不平等から「階層内不平等」と「階層間

不平等」を抽出する。

４. 再分配効果の推計手法

（１） カクワニ係数

税制の累進度を測定する尺度として，従来使用されてきたものの１つに，

(1)式で表されるカクワニ係数がある（Kakwani［1977］）。

_K=2@
1

0

RL�(p),L t(p)Sdp=C t,G� (1)

（L�：課税前所得のローレンツ曲線，L t：税額の集中度曲線，G�：課税前所得

のジニ係数，C t：税額の集中度係数）

カクワニ係数は，図表２−３において，課税前所得のローレンツ曲線と税額

の集中度曲線で囲まれる面積の２倍，すなわち税額の集中度係数から課税前所

得のジニ係数を引いた値となる。
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（２） レイノルズ・スモレンスキー係数

以下の(2)式のとおり，課税前所得の集中度曲線と課税後所得の集中度曲線

で囲まれる面積の２倍，したがって課税前所得のジニ係数から課税後所得の集

中度係数の差はレイノルズ・スモレンスキー（RS）係数と定義される

（Reynolds and Smolensky［1977］）５)。
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図表２−３ 所得（税額）の集中度曲線
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_RS=2@
1

0

RLN
�(p),L�(p)Sdp=G�,CN

� (2)

（LN
�：課税後所得の集中度曲線，CN

�：課税後所得の集中度係数）

ここで，カクワニ係数と RS 係数の間には，(3)式の関係が成立することが

知られている（Kakwani［1986］）。

_RS=
.

1,.
7K (3)

（.＝平均実効税率＝税額／課税前所得）

したがって，税制の再分配効果を示す RS 係数は，当該税制の課税水準と累

進度（カクワニ係数）という２つの要素によって決まることになる（Lambert

［2001］）。

５. 分類所得税（二元的所得税）に適応したモデル

周知のとおり，二元的所得税は，勤労所得と資本所得を分離し，それぞれの

所得に対して別個の課税方式を適用するシステムであるため，２つの所得の構

成割合によって実効税率は異なる。そこで，Kristjansson［2010］は，各所得

の構成割合や個別所得税の再分配効果がどのように所得税全体の再分配効果を

決定しているかを解明する手段として，以下の推計モデルを提案している。

G�=aLCL+aKCK (4)

GN
�=aN

LC
N
L+aN

KC
N
K (5)

（CL：課税前勤労所得の集中度係数，CK：課税前資本所得の集中度係数，

CN
L：課税後勤労所得の集中度係数，CN

K：課税後資本所得の集中度係数，

aL＝勤労所得／課税前所得，aK＝資本所得／課税前所得）
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ジニ係数の分解式である(4)式と(5)式を，(2)式に代入すると，以下のよう

になる。

_RS=RaLCL,aN
LC

N
LS+RaKCK,aN

KC
N
KS (6)

or _RS=aLRCL,CN
LS+aKRCK,CN

KS,ReLC
N
L+eKC

N
KS (7)

ここで，aN
L=aL+eL，aN

K=aK+eKとなるようなeL，eK(eL+eK=0)を置く

と，(6)式は以下のようになる。

_RS=aL_
RS
L +aK_

RS
K ,ReLC

N
L+eKC

N
KS (8)

さらに，(8)式に(3)式をあてはめれば，以下のようになる。

_RS=aL

.L

1,.L

_K
L+aK

.K

1,.K

_K
K,ReLC

N
L+eKC

N
KS (9)

（.L＝勤労所得税の平均実効税率（勤労所得税額／勤労所得），

.K＝資本所得税の平均実効税率（資本所得税額／資本所得））

(9)式から，二元的所得税全体の再分配効果は，①勤労所得税による直接効

果，②資本所得税による直接効果，③勤労所得と資本所得の分布の相対的関係

による間接効果，の３つの要因に分解して把握することができる。

Ⅲ．推計結果

１. 所得分配の変化

（１） 不平等指標の推移

図表２−４は，1987年から2011年までの各所得のジニ（集中度）係数の推移

を示している。経済的総所得については，ジニ係数が87年の0.34から07年には

0.43まで上昇しており，この間，所得の不平等が拡大している様子がうかがわ
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れる。受取総所得，受取純所得についてのトレンドも同様である。ここで，経

済的総所得と受取総所得との集中度係数の差を社会保障に基づく再分配効果，

受取総所得と受取純所得との差を税と社会保険料の効果とみなせば，税と社会

保険料の効果は，87年に再分配効果全体の37％であったものが11年には25％ま

で低下しており，この間，社会保障による再分配の比重が高まっていることが

わかる。

同じ３種類の所得について算出したタイル尺度の結果（図表２−５）もほぼ

同様な趨勢を示している。
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図表２−４ 経済的総所得，受取総所得，受取純所得のジニ係数の推移

図表２−５ 経済的総所得，受取総所得，受取純所得のタイル尺度の推移
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（２） ジニ係数の要因分解

図表２−６は，図表２−４に示した経済的総所得のジニ係数を勤労所得，資

本所得，事業所得による貢献度に分解した結果である。さらに，同表に基づ

き，図表２−７〜９は，各所得の集中度係数，所得シェア，寄与度をそれぞれ

グラフに示している。

まず集中度係数については，事業所得が80年代後半から90年代半ばにかけて

上昇しており，これ以降の期間でほとんど最高の値となっている。勤労所得は

80年代後半から90年代はじめまで最高であったのが，90年代半ばに他の所得に

追い抜かれるものの，以後は0.41程度で比較的安定している。一方，資本所得

については，89年の0.16から07年に0.46まで顕著に上昇しており，00年代に

は，比較的高い水準で推移している。

次に，各所得のシェアについてみると，勤労所得が75〜85％と圧倒的な割合

を占めているが，90年代に入ると，ピークより10％ポイントほど下がってい

る。資本所得のシェアは80年代後半には１割に満たなかったのが，90年代以降

１割から２割程度まで上昇している。事業所得については，いずれの年も１割

に満たない。

集中度係数に所得シェアを乗じた寄与度をみると，その所得シェアの高さを

反映して，勤労所得が大部分を占めている。しかし，資本所得の寄与度は，90

年代後半に増大した後，年度間の変動を伴いながら，00年代以降，経年的にみ

て相対的に高い水準を維持している。事業所得の寄与度は，0.03程度と低く，

年度間にそれほど大きな変動はみられない。

全体として，この間のジニ係数の動きについてみると，その水準を決定して

いるのが勤労所得であるのに対して，年度間の変動をもたらしているのは資本

所得であるということができる。

（３） 資本所得の要因分解

以上のとおり，90年代に経済的総所得のジニ係数が上昇した最大の要因は資

本所得にあったとみられるが，その具体的な中身は何であったのだろうか。図
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図表２−７ 勤労所得，資本所得，事業所得の集中度係数

0.0220.0830.2650.0120.0620.1980.3110.8550.3630.3451988

0.0320.0940.3400.009

1987 0.343 0.361

0.060

事業所得資本所得

図表２−６ 経済的総所得の要因分解

経済的総所得

ジニ係数

勤労所得

寄与度所得シェア集中度係数寄与度所得シェア集中度係数寄与度所得シェア集中度係数
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0.7460.4130.4091999
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0.033
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0.0360.0760.4650.0660.1780.3710.308

0.4100.3981996

0.0390.0850.4580.0540.1500.3590.3170.7640.4150.4101997

0.0380.080

0.0400.1280.3100.3140.7770.4040.3961995

0.0330.0820.4010.0440.1370.3230.3210.781

0.3861993

0.0440.0980.4430.0310.1230.2540.3250.7780.4180.4001994

0.0420.0950.448

0.0940.1930.3140.8240.3810.3591992

0.0300.0840.3560.0360.1230.2890.3200.7930.404

1990

0.0240.0800.3010.0170.0860.1990.3110.8340.3720.3521991

0.0270.0820.3240.018

0.1570.3130.8460.3700.3541989

0.0300.0880.3420.0110.0650.1780.3110.8470.3670.352
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表２−10は，Statistics Finland の分類に従って，家計が受け取る資本所得の

寄与度を，利子，配当，地代・家賃，キャピタル･ゲイン，帰属家賃等に分解

した結果である。さらに，この表に基づき，図表２−11〜13は，各資本所得の

集中度係数，所得シェア，寄与度をそれぞれ示している。

集中度係数については，ほとんどの期間，配当が最も高く，90年代に上昇し

た後，おおよそ0.7〜0.8で推移している。同様に，地代・家賃も90年代に上昇

した後は，0.6程度で比較的安定的に推移している。また，帰属家賃の係数に

ついては，資本所得の中では最も低く，90年頃にマイナスであったのが，00年

代は0.2程度で安定している。これらに対して，キャピタル･ゲインと利子につ

第２章 フィンランド二元的所得税の再分配効果 79

図表２−８ 勤労所得，資本所得，事業所得の総所得に占める割合

図表２−９ 勤労所得，資本所得，事業所得の寄与度
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0.0030.5130.0020.0040.5310.0060.0150.389 0.0061988

0.0020.0050.4880.0030.005

0.418

0.611

図表２−10 資本所得の要因分解

1987

0.5510.020

配当

0.0960.205

地代・家賃

0.0110.025

利子

0.4552011

0.0120.0110.0710.1560.0160.027

集中度係数 所得シェア 寄与度 集中度係数 所得シェア 寄与度 集中度係数 所得シェア 寄与度

0.534

0.014

0.0280.0370.7690.0030.0060.4502011

0.012 0.005 0.540 0.005 0.003 0.463 0.006 0.003

0.1810.0380.5582006

0.0060.0120.5140.0120.0730.1680.0300.0470.6412007

0.006

0.021

2010

0.008

2009

0.0080.0130.5940.0280.0360.7650.0040.0070.5742010

0.0070.0120.587

2004

0.0080.4790.0180.0900.1990.0130.0300.4342005

0.0050.0100.4580.0150.084

0.004

0.306

0.0350.7700.0040.0080.4902008

0.0070.0120.5660.0240.0310.7690.0040.0070.492

0.0180.1910.0100.0180.5432003

0.0040.0080.5510.0170.0900.1920.0140.0230.615

0.095

0.025

2006

0.0070.0110.6350.0280.0370.7570.0030.0070.4662007

0.0070.0110.6020.027

0.0182001

0.0040.0080.5150.0170.0920.1820.0070.0180.3752002

0.0040.0080.511

0.491

0.2080.008

0.7870.0030.0060.4762005

0.0070.0120.6170.0260.0330.7670.0030.0070.487

0.0050.0160.0860.1830.0320.0500.6322000

0.0030.0060.4690.0150.0840.1760.009

0.485

0.096

0.0060.0110.5630.0390.0480.8210.0020.0050.3932004

0.0070.0120.5930.0310.039

0.1940.0270.5311998

0.0020.0050.4930.0180.0910.1950.0150.0380.4021999

0.003

0.014

0.5550.020

0.0030.0050.4752002

0.0060.0110.5960.0320.0390.8200.0020.0050.3842003

1996

0.0050.4730.0170.0890.1950.0100.0220.4771997

0.0020.0050.4170.0180.091

0.002

0.012

0.0120.5790.0280.0340.8150.0030.0060.5142001

0.0060.0110.5640.0250.0320.787

0.0120.1570.0040.0110.3591995

0.0020.0050.5060.0150.0850.1750.0050.0120.395

0.077

2009

0.007

0.0070.4981999

0.0060.0110.5790.0230.0290.7960.0040.0080.5202000

0.007

0.0121993

0.0030.0050.5270.0100.0770.1330.0040.0130.2781994

0.0030.0050.551

0.453

0.409

0.5730.0150.0190.7670.0040.0080.5511998

0.0070.0120.5970.0200.0250.7890.003

0.0030.0000.0550.0070.0000.001-0.0821992

0.0020.0050.4950.0070.0680.1080.005

0.455

0.0070.016

0.4981996

0.0070.0120.6110.0130.0170.7780.0040.0060.5681997

0.0070.013

-0.0600.0040.5481990

0.0010.0020.4140.0000.0450.0040.0010.0030.2051991

0.001

0.002

0.190

0.0110.0140.7860.0050.0100.4891995

0.0060.0110.5470.0110.0140.7840.0050.010

1988

0.0020.531-0.0020.030-0.0610.0000.0040.0991989

0.0000.0010.311-0.0020.033

0.001

0.0170.090

1993

0.0040.0090.4480.0050.0070.7520.0050.0120.4341994

0.0050.0100.481

0.0010.0340.0010.0010.4551987

0.0010.0010.501-0.0010.029-0.0230.0010.0050.153

0.033

0.564

0.0050.5990.0100.0240.4311992

0.0050.0090.5690.0040.0050.7520.0110.0240.466

キャピタル・ゲイン

寄与度所得シェア集中度係数寄与度所得シェア集中度係数寄与度所得シェア集中度係数

0.0000.0000.234

0.013

1990

0.0040.0060.5430.0040.0070.6350.0080.0230.3411991

0.0040.0070.5280.003

その他帰属家賃

2008

0.007

0.5410.0050.0130.3491989

0.0030.0050.5200.0020.0040.5380.0060.0160.354
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図表２−11 各資本所得の集中度係数

図表２−12 各資本所得のシェア

図表２−13 各資本所得の寄与度
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いては，年度間の変動がきわめて大きい点が注目される。

各資本所得のシェアをみると，帰属家賃が相対的に高い割合を占めているの

が目立つが，その割合は，80年代後半の３％から00年代の９％まで３倍程度上

昇している。配当のシェアも，94年から04年まで約７倍に拡大しており，この

間，資本所得の中での重要性が確実に高まっている。キャピタル･ゲインの

シェアは，すべての期間を通じて不安定であり，上昇と下降を繰り返した動き

をしている。それ以外の資本所得のシェアは相対的に低く，比較的安定的に推

移している。

寄与度においては，90年代前半まで利子が最大であったのが，90年代後半以

降は，ほとんどの年で配当が資本所得の中で最大の不平等要因となっている。

時系列的にみても，配当の寄与度は，94年から04年まで８倍近い伸びを示して

いる。他方，キャピタル･ゲインの寄与度は配当を上回る年があるものの，所

得シェアの動きが反映されて，年度間の変動は激しいものとなっている。

以上の結果に基づき，経済的総所得のジニ係数の変動に対する各所得の寄与

率を示したのが図表２−14である。ここでは，分析の対象期間を税制の変更と

ジニ係数の動きに応じて，７つの期間に区分している。まず87〜92年は，総合

所得税が実施されていたなかで，ジニ係数が上昇した期間であり，92〜93年

は，総合所得税から二元的所得税への移行期に対応している。それ以降，93〜

00年，02〜07年，09〜11年がいずれもジニ係数が上昇した期間であるのに対し

て，00〜02年，07〜09年は同係数が低下した時期にあたる。

まず87〜92年にかけては，経済的総所得のジニ係数は0.343から0.359とへわ

第２章 フィンランド二元的所得税の再分配効果82

169.4025.97-95.36

図表２−14 各所得のジニ係数（経済的総所得）の変動に対する寄与率（％）

2009-2011

利子 配当 地代・家賃 CG 帰属家賃資本所得事業所得 その他勤労所得

-5.98115.611.1515.530.59102.8441.61-44.442007-2009

5.5937.3473.334.2063.93-15.00

-24.06

-8.37149.7530.57-80.322000-2002

11.11-21.89113.774.4214.751.42123.5717.67-41.242002-2007

8.13

23.65

0.4123.3973.363.3139.10-4.52135.0416.28-51.321993-2000

-8.17-6.28163.580.86

1992-1993

-4.800.6533.1536.7240.8722.411987-1992

4.6425.2919.725.854.923.4263.8412.52

5.27 7.01-4.56
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ずかに上昇しているが，その８割が事業所得と資本所得（そのほとんどが利

子）によって説明される。この間の所得不平等に対しては，配当やキャピタ

ル・ゲインはほとんど影響を与えていない。

次に，総合所得税から二元的所得税への転換期にあたる92年から93年にかけ

て，ジニ係数は，0.359から0.386へと一定の上昇を示している。そうした変化

について，全体の64％が資本所得によるものであったが，資本所得のうち７割

がキャピタル・ゲインと帰属家賃に基づいたものであった。

では，二元的所得税が導入された93年以降の動きはどうであったか。93〜00

年にかけて，ジニ係数は0.386〜0.422まで上昇しており，この変化に対して資

本所得が135％の貢献をしているが，その大部分は，配当（39％）とキャピタ

ル･ゲイン（73％）の寄与であった。同様に，02〜07年にかけてのジニ係数の

上昇期では，資本所得の寄与率（124％）のほとんどがキャピタル･ゲイン

（114％）によるものであった。他方，それ以外のジニ係数の下降期において

も，資本所得，とりわけキャピタル･ゲインによってその動きのほとんどが説

明される。

先述のとおり，Riihelä, Sullström and Suoniemi [2008]は，所得格差拡大の

要因として，二元的所得税導入による勤労所得から配当への転換を指摘してい

るが，上記の分析結果を踏まえれば，確かに90年代以降の所得不平等の主因が

資本所得にあることは認められるとしても，資本所得の具体的内容に関しては

必ずしも配当だけに止まらず，キャピタル・ゲインも同時に無視できない影響

を与えていたことがわかる。

（４） 階層内不平等・階層間不平等

図表２−15は，先のタイル尺度を，所得上位50％および下位50％の階層内不

平等（寄与度）と両者の階層間不平等（寄与度）に分解した結果を示してい

る。これより，所得全体の不平等（タイル尺度）の60〜70％が階層間不平等に

よって規定されていることがわかる。しかし，87年から00年にかけて高所得階

層内の寄与度も確実に高まっており，同じ期間における階層間寄与度の上昇と

第２章 フィンランド二元的所得税の再分配効果 83
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ともに，これらは，一部の最高所得層への所得の集中が全体の不平等の拡大を

引き起こしたことを示唆している。この結果は，資本所得の高所得層への偏り

によって総所得のジニ係数が上昇したとする先の分析結果とも整合的であ

る６)。
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タイル寄与度ウェイトタイル

低所得階層内 階層間
寄与度

タイル
尺度

高所得階層内

0.1720.2812010

0.1890.0610.7970.0760.0330.2030.1610.2822011

図表２−15 タイル尺度による階層内・階層間寄与度

寄与度ウェイト

2008

0.1780.0620.7890.0780.0340.2110.1630.2752009

0.1820.0640.7920.0800.0360.208

0.0770.8000.0960.0360.2000.1790.3052007

0.1860.0670.7950.0840.0380.2050.1830.290

0.0840.0320.2020.1580.2892005

0.1990.0760.8050.0940.0300.1950.1520.3042006

0.192

0.2020.1420.2812003

0.1930.0680.8000.0850.0340.2000.1730.2962004

0.1900.0670.798

0.2902001

0.1840.0600.7930.0760.0300.2070.1450.2742002

0.1900.0620.7980.0780.029

0.1930.0730.8000.0910.0290.2000.1460.2952000

0.1940.0670.8010.0830.0300.1990.150

0.7940.0730.0340.2060.1640.2761998

0.1820.0670.7920.0850.0270.2080.1290.2761999

0.0300.2120.1440.2581996

0.1870.0600.7960.0750.0280.2040.1380.2751997

0.1850.058

0.1390.2611994

0.1750.0500.7860.0640.0320.2140.1500.2571995

0.1770.0510.7880.065

1992

0.1610.0510.7760.0660.0310.2240.1360.2431993

0.1780.0540.7890.0680.0290.211

0.0340.7540.0450.0340.2460.1370.2031991

0.1410.0370.7590.0490.0340.2410.1420.212

0.0440.0390.2450.1600.2091989

0.1360.0320.7550.0430.0390.2450.1590.2071990

0.135

0.2510.1440.1941987

0.1310.0300.7500.040.0360.250.1440.1971988

0.1360.0330.755

0.1300.0280.7490.0380.036
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２. 所得税の再分配効果の推計

（１） RS係数の要因分解

以上のような所得分配の変化を前提として，所得税そのものの再分配効果を

明らかにすべく，図表２−16は，先の(9)式の推計結果を示している。

全体のトレンドとその要因については後に検討するが，表の中で特に注目さ

れるのが，資本所得税の累進度の高さである。たとえば，93年において累進税

率構造を備える勤労所得税の累進度が0.25であるのに対して，資本所得税はそ

れを上回る0.29を示している。図表２−17で，所得10分位階層別の平均実効税

率を確認しても，やはり勤労所得税と同様に，資本所得税もおおよそ所得水準

の高い世帯ほど実効税率が高くなる累進的な負担構造を有している。比例税率

を適用する資本所得税が累進性を備え，所得水準とともに実効税率が上昇する

というのは何とも不可解である。

資本所得税が累進性を有している要因の１つとして考えられるのが，資本所

得に含まれる帰属家賃が非課税となっていることである。というのも，図表２

−11にみたとおり，帰属家賃はいくつかの資本所得形態の中では最も集中度係

数が低く，最も均等に分布しているからである。したがって，こうした帰属家

賃の均等分布が課税に際して，定額の所得控除として作用した可能性がある。

そこで，図表２−18において，資本所得から帰属家賃を除外して，資本所得税

の平均実効税率を求めると，もはや図表２−17のように，傾向的に高所得者の

税負担率がしだいに高くなるような負担構造は観察されなくなった。こうした

理由から，本分析では，資本所得から帰属家賃を除外したケースでも RS 係数

の分解式を推計してみた（図表２−19）。

以上の２つのケースについて，図表２−16および図表２−19から RS 係数

（再分配効果）を取り出して示したのが図表２−20である。

図から，いずれのケースでも，分析の対象期間を通じて，所得税全体の再分

配効果は低下傾向にあるのがみてとれる。標準的な，帰属家賃を含むケース

で，96年（0.023）を頂点として，それ以降いくつかの山を形成しながら，10

第２章 フィンランド二元的所得税の再分配効果 85
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年には最低の水準（0.016）に落ち込んでいる。これにより，二元的所得税の

導入以降，フィンランド所得税の再分配機能が低下しているのは明らかであ

る。なお，帰属家賃を除外したことで，所得税全体の再分配効果が高くなって

いるのは，所得シェアの低下などによる資本所得税の効果の減少分を，所得

シェアの上昇による勤労所得税の効果の増大分が上回ったからである７)。

同様に，図表２−16と図表２−19に基づき，それぞれのケースについて，

RS 係数の要因分解を図示したのが図表２−21および図表２−22である。これ

らをみると，とりわけ96年から00年にかけて所得税の再分配効果が低下したの

第２章 フィンランド二元的所得税の再分配効果 87

図表２−18 帰属家賃を除いた場合の所得10分位階層別の平均実効税率

（1993年，2002年）

図表２−17 所得10分位階層別の平均実効税率（1993年，2002年）
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図表２−20 RS係数の推移

図表２−21 RS係数の要因分解（帰属家賃を含めたケース）

図表２−22 RS係数の要因分解（帰属家賃を除いたケース）
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は，もっぱら勤労所得税によるものであることがわかる。たとえば，標準的な

ケースで，この間に RS 係数は0.023から0.020に減少しているが，それは同じ

期間に勤労所得税の寄与度が0.020から0.014に低下したことによってほとんど

説明される。むしろ資本所得税はこのとき，寄与度を上昇させており，勤労所

得税の効果の低下分を一部補てんする役割を果たしている。他方，帰属家賃を

除いたケースでは，間接効果の比重が高まるものの，90年代後半における所得

税の再分配効果の低下が勤労所得税に起因するという結果は，標準的なケース

と同様である８)。

こうした各所得税の再分配効果に影響を与えたとみられるのが，この間にお

ける税率構造の変化である。図表２−23のとおり，勤労所得税については，93

年から96年まで基本的な税率構造に変化はないが，97年以降，各ブラケットに

適用される税率水準はしだいに引き下げられている。ただし，01年に勤労所得

税の再分配効果が上昇しているのは，この年に比較的低い所得層において税率

構造のフラット化が図られたことで，低所得者への減税が実施されたからであ

るとみられる９)。これに対して，資本所得税は，96年，00年に相次いで税率の

第２章 フィンランド二元的所得税の再分配効果90

〔出所〕 フィンランド財務省資料および IBFDウェブサイトより作成。

図表２−23 フィンランド二元的所得税の税率構造
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引き上げが行われており，同税による再分配効果の増大に貢献したものと考え

られる10)。

以上から，93年の二元的所得税の導入以降，その再分配効果は長期的に低下

傾向にあるものの，この間，資本所得税それ自体が直接的に所得税全体の再分

配効果にマイナスの影響を与えた（資本所得税の寄与度が低下したから RS 係

数が下がった）と結論づけることはできない。分析の対象期間を通じて，所得

税の再分配効果が落ち込んだのは，もっぱら勤労所得税の課税レベル（平均実

効税率）が大幅に低下したからである。

もっとも，資本所得の増大と勤労所得の低下に表裏の関係性があれば，資本

所得比率の上昇は，勤労所得比率の低下を通じて，全体の再分配効果を弱めた

可能性はある。しかし，90年代後半や00年代における資本所得の高所得層への

集中は，配当だけでなく，キャピタル・ゲインによっても生じており（図表２

−14），必ずしも非上場法人における給与から配当への転換を裏付けるものと

はいえない。この点で，改めて詳細な分析が必要である。

（２） 92年以前との比較

では，以上のような二元的所得税の再分配効果を，92年以前に実施されてい

た現実の総合所得税の効果と比較するとどうであろうか。図表２−24は，デー

タの得られる87年にまで遡って，所得税の RS 係数（再分配効果）と，その構

成要素である課税レベル（平均実効税率）ならびに累進度の推移を示したもの

である。まず80年代後半から90年代前半にかけて再分配効果が急激に低下して

いるのが注目されるが，これは必ずしも所得税全体の累進度が後退したからで

はなく，課税レベルそれ自体が低下したからである。このように，近年におけ

る所得税の再分配効果の低下傾向は，二元的所得税導入前の80年代後半から認

められるところであり，この点から，総合所得税から二元的所得税への転換が

直接的に所得税の再分配効果を弱めたとみることはできない。

また，既に述べたように，00年代以降の再分配効果の低下要因についても，

この図からいっそう明らかである。00年代には，前述のとおり，01年と07年に

第２章 フィンランド二元的所得税の再分配効果 91
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低所得層での税率フラット化が図られたことなどにより，所得税全体の累進度

は00年の0.2260から10年の0.339へと上昇した。しかし，この間，勤労所得税

の減税が毎年のように実施されることで，所得税全体の平均実効税率は，00年

の0.089から10年の0.045まで低下している。結果として，所得税の累進度は上

昇したとはいえ，それを大きく上回る割合で課税レベルが低下したことで，所

得税の再分配効果は，大幅な後退を余儀なくされたのである。

Ⅳ．むすび

本章では，Statistics Finland の階層別集計データを用いて，1980年代後半

以降のフィンランドにおける所得分配と所得税による再分配効果の変化，なら

びにそれらの要因について分析を行った。最後に，これまでの分析で明らかに

された結果をまとめるとともに，それらをもとに今後の日本の金融所得税改革

に対しての政策的含意について述べる。

第１に，分析の対象期間である87年〜11年までにおいて，フィンランドの経

済的総所得（当初所得）の格差は90年代以降拡大傾向を示しているが，そうし

た動きは資本所得（とりわけ配当所得）の高所得者への集中によってもたらさ

れた側面が強い。この点に93年の二元的所得税の導入が影響を与えた可能性が

第２章 フィンランド二元的所得税の再分配効果92

図表２−24 所得税の再分配効果（RS係数）の要因分解（1987年以降）
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考えられる。

第２に，分析の対象期間において所得税の再分配効果は顕著に低下している

が，この傾向は二元的所得税の導入前の80年代後半から認められ，これにより

総合所得税から二元的所得税への転換が直接的に所得税の再分配効果を弱めた

ということはできない。

第３に，93年以降における二元的所得税の再分配効果をみても，資本所得税

それ自体が全体の再分配効果にマイナスの影響を与えたとはいえない。むしろ

勤労所得税の効果の低下を補うように，資本所得税がその寄与度を高めたケー

スも認められる。ただし，資本所得の増大と勤労所得の低下に表裏の関係性が

あれば，資本所得比率の上昇は，勤労所得比率の低下を通じて，全体の再分配

効果を弱めた可能性は否定できない。

第４に，二元的所得税の再分配効果は，とりわけ00年代に入って低下傾向に

あるが，これは，所得税の累進性の低下というよりもむしろ，その課税水準

（実効税率）の大幅な低下によるものである。総じて，所得税全体の再分配効

果のほとんど（７〜９割）を規定しているのは勤労所得税であることから，二

元的所得税の再分配機能を確保するには，勤労所得税の課税水準と累進度を最

低限維持することが肝要である。

周知の通り，わが国では2000年代に入って以降，より中立的で，簡素で，安

定的な制度の構築を目指して，利子，配当，株式キャピタル・ゲインなどの金

融所得への課税は，一体化する方向で改革が進められている。09年に上場株式

の譲渡損失と配当との損益通算が可能となったほか，16年には特定公社債の利

子や譲渡損益まで損益通算の対象となる予定であり，現行の所得税制は，不動

産所得が別建ての課税である点を除けば，相当程度二元的所得税に近づきつつ

あると評価できる。

とはいえ，所得税全体の再分配機能という観点に立てば，改革に際しては，

一体化される金融所得に適用される税率水準とともに，金融所得税と勤労所得

税との課税バランスに留意すべきである。現在，金融所得への税率は20％であ

るが，フィンランドなどの北欧諸国での個人資本所得税率が30％前後であるこ
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とを踏まえれば，もう一段の引き上げの余地はある11)。だが，それにもまして

重要なのが勤労所得税を通じた高度な再分配機能を堅持することである。日本

でも，90年から00年にかけて個人所得税の負担率が10.5％から7.0％まで低下

している（財務省ウェブサイト）なかで，所得格差の拡大が深刻な社会問題と

なっている現状に鑑みれば，勤労所得税の累進度を引き上げることで課税強化

を図る意義は大きいといえよう。

現在，所得税の最高税率は，課税所得1,800万円を超える金額に適用される

40％であるが，13年度税制改正により，15年から新たに同4,000万円超に適用

される45％が創設されることが決まった。妥当な方向性ではあるが，このよう

な一部の超富裕層のみに対する最高税率の引き上げだけでは，勤労所得税の強

化には効果的とはいえない。勤労所得税の再分配効果を確実に高めるには，年

収1,000万から3,000万円程度の高所得層に適用される税率（現行で23％，

33％，40％）をそれぞれ引き上げるだけでなく，給与所得控除，配偶者控除，

公的年金等控除などの縮小・廃止により課税ベースを適切に拡大していく必要

がある。

日本が金融所得課税の改革を進めるにあたっても，所得税体系全体の整合性

を図る観点から，中立的な資本所得課税の構築を目指すのはもとより，再分配

の中心的役割を担う勤労所得税とのバランスに特に配慮しながら，後者の累進

度と課税水準を十分に維持していくことが重要であると考えられる。

（謝辞） フィンランドの税務データの入手にあたっては，Statistics Finland

／ Income and Living Conditions の Veli-Matti Törmälehto 氏，Finnish

Tax Administration の Hilkka Pelander 氏に便宜を図って頂いた。記して深

く感謝申し上げます。

[注]

１) スウェーデン所得税の再分配効果に関する実証研究としては，Björklund et al. [1995]，馬場

［2004］，Palme ［2006］，松田［2008］などがある。Björklund et al. ［1995］，松田［2008］は
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1991年の二元的所得税導入以降，税による再分配機能が低下したとの結果を導いている。これに対

して，馬場［2004］は，91年の改革後の資本所得税の負担が高所得層に集中している事実から，租

税回避誘因の少ない「実効ある」資本所得税の構築により，二元的所得税は垂直的公平に貢献しう

るとしている。

２) Riihelä, Sullström and Suoniemi [2008]，p.16.

３) 勤労所得税と資本所得税の所得階層別の内訳については Statistics Finland から，事業所得のう

ちの勤労所得と資本所得の内訳については Finnish Tax Administration からそれぞれ提供して頂

いた。

４) 個人所得税の再分配機能という観点からは，国税所得税に地方所得税も含めた再分配効果をも

明らかにすべきである。しかし，Statistics Finland の階層別データにある地方税には，地方所得

税だけの数値がなく，固定資産税などを含むすべての地方税の総額のみ示されている。そのため，

本稿では国税所得税の効果だけを明らかにする。なお，個人所得税全体に占める国税と地方税の比

率は，1995年で39：61，2000年で48：52，であった（OECD［2010］，p.256を参照）。

５) RS 係数は，Liu [1985]による Liu 指標と同じである。RS係数（Liu 指標）は，租税構造全体の

累進性が①税率表のすべての点において平均税率が税率表にしたがって単調に上昇する，②課税後

所得の集中度曲線が課税前所得の集中度曲線よりも内側に移動する（ローレンツ優越する），とい

う２つの条件を満たすことで実現されるという考え方に基づいている（横田［1987］，141頁を参

照）。

６) 二元的所得税への移行期にあたる92年から93年にかけて，経済的総所得のタイル尺度は，0.212

から0.243へと上昇しているが，その上昇分（100％）の45％が高所得階層内格差の拡大，65％が階

層間格差の拡大にそれぞれ起因するものであった（低所得階層内格差は縮小している）。

７) 資本所得税が所得税全体の再分配効果に及ぼす効果は，(9)式から，課税水準（実効税率）×累

進度×所得シェアで決まる。ここで，帰属家賃を除外すると，課税水準は高まるものの，累進度と

所得シェアは低下し，資本所得税そのものの再分配効果は落ち込む。ところが，資本所得の減少に

より勤労所得シェアが高まることで，勤労所得税の再分配効果は上昇する。結果として，帰属家賃

の除外によって所得税全体の再分配効果が上昇したのは，この場合の勤労所得税による再分配効果

の上昇分が資本所得税の効果の低下分を上回ったからである。

８) 帰属家賃を除外することで資本所得要因に基づく間接効果が増大したのは，それに伴って①課

税後資本所得の集中度係数（CN
K）が上昇したことと②課税後資本所得の比率（aN

K）が課税前資本

所得の比率（aK）よりも低下（eKのマイナス幅が増大）したことによる。

９) 2000年では課税所得8,006ユーロ（フィンランド・マルカをユーロに換算）から10,697ユーロま

では５％の税率が適用されていたのが，01年には11,100ユーロ未満の所得については非課税となっ

た（Matikka［2014］を参照）。これにより，00年から01年にかけて，平均実効税率は0.081から

0.077に低下しているものの，累進度（カクワニ係数）は，0.200から0.235に大きく上昇している

（図表２−16）。この点に関連して，Jacobsen et al. [2010]によると，フィンランドにおいて93年

から02年まで租税支出は減少傾向にあるなかで，勤労所得税の領域では，とりわけ社会保障関連の
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非課税範囲が縮小したとされる（Jacobsen et al. [2010]，p.38を参照）。

10) もちろん資本所得税についても，法定税率の水準だけで再分配効果が決まるわけではない。非

課税となる帰属家賃のように，資本所得の課税ベースの動向は特に重要である。実際，分析の対象

期間において配当の税制上の扱いは大幅に変更されている。フィンランドでは，90年に完全イン

ピュテーション方式が導入されて以降，上場株式の配当は個人段階で非課税であったが，05年に同

方式は廃止され，代わって受取配当の70％（05年のみ54％）が資本所得として課税されることと

なった。非上場株式についても，従来，企業純資産の13.5％が配当として課税対象とされていた

が，05年より９万ユーロまで株式持ち分の９％が非課税となる新たな制度が実施されている（野村

［2005］を参照）。こうした制度の変更がどのように二元的所得税の再分配効果の変化をもたらした

かについては，より入念な分析が求められる。

11) これにより，14年にスタートしたNISA（少額投資非課税口座；100万円の元本について，一定

期間株式や投資信託の収益が非課税となる制度）が定額控除として機能することで，資本所得税の

累進性が維持される効果を高めることも可能となる。
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